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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
10月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
10月１日
至平成23年
３月31日

自平成20年
10月１日
至平成21年
９月30日

自平成21年
10月１日
至平成22年
９月30日

売上高（千円） － － 1,036,1712,655,7562,428,941

経常利益（千円） － － 76,907779,043469,611

中間（当期）純利益（千円） － － 32,388431,528270,819

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － － － －

資本金（千円） － － 99,000957,500957,500

発行済株式総数（株） － － 3,299,9083,300,0003,300,000

純資産額（千円） － － 2,556,5582,372,2252,563,798

総資産額（千円） － － 3,314,9533,397,9293,386,097

１株当たり純資産額（円） － － 774.74 718.86 776.92

１株当たり中間（当期）純利益金額（円） － － 9.81 130.77 82.07

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 24.00 24.00

自己資本比率（％） － － 77.1 69.8 75.7

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － 115,973268,544475,361

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － △29,501△78,798△255,242

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － △175,571△122,778△324,217

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高（千円）
－ － 450,629643,826539,728

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

－

(－)

－

(－)

150

(7)

149

(24)

154

(10)

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．第30期中及び第31期中においては、四半期報告書を提出しており、中間財務諸表を作成していないため記載

しておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

６．従業員数は就業員数であり、契約社員は各期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 150（7）

（注）　従業員数は就業人員であり、契約社員は当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

　

EDINET提出書類

株式会社応用医学研究所(E05637)

半期報告書

 3/42



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

　当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間の中間財務諸表は作成しておりません。

従って、前年同期との対比は行っておりません。

　

(1）業績

　当社は、医薬品関連企業の良きパートナーとして、分析化学に関するサービスを提供し、人々の健康と社会の発展に

貢献するという経営理念の下、医薬品関連企業が医薬品承認を得るための最適なサービスを提供しております。

　東日本大震災とそれに伴う原発事故は各地に甚大な被害を及ぼしました。各産業は復旧に向けて活動を開始し始め

ましたが、経済活動は混迷しており、円高、雇用不安等で、景気の先行きは未だ不透明な状況にあります。医薬品産業は

震災の影響を受けて一部の医薬品で供給に支障をきたす可能性が発生しましたが、製造工場の早期復旧により、暫定

的ではあるものの、安定的に医薬品を供給しております。しかしながら、製薬企業各社は被災によるダメージの復旧や

停電への対応、製造原材料の入手先変更など、予期しない経費増が発生し、一部の製薬企業では今期業績を下方修正し

ております。

　医薬品関連試験のアウトソーシング市場においては、多くの医薬品関連企業が、所謂2010年問題による収益減から、

研究開発の方針転換による医薬品の開発パイプラインの絞込み、研究開発の合理化・効率化等による研究開発コスト

の削減を継続しており、震災の影響も相まって、当社の事業領域である品質保証事業及び薬物動態事業は厳しい環境

に置かれております。

　このような状況の下、当社は、当期を事業環境変化への対応を中心とした「チェンジ・チャレンジする企業文化の実

践の年」と位置づけ、既存顧客の深耕、大口化、新規顧客の獲得、ジェネリック医薬品企業への営業活動に努めるとと

もに、バイオ医薬品試験の実施体制強化を図りました。

　以上の結果、売上高1,036,171千円、営業利益77,960千円、経常利益76,907千円、中間純利益32,388千円となりました。

セグメントの業績の状況は以下のとおりであります。

  

①品質保証事業

　開発計画見直しによる契約済試験の中止、受注予定案件の失注並びに中止等を原因とする受注高減少の影響を受け、

売上高は842,482千円、売上総利益は174,802千円となりました。

　

②薬物動態事業

　ジェネリック製薬企業への直接営業並びにCRO（医薬品開発受託機関）との連携による営業活動を行った結果、ジェ

ネリック医薬品の生体試料中薬物濃度測定試験の大口受注が成約でき、売上高は193,688千円、売上総利益は110,375

千円となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比して89,099千円減少

し、450,629千円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、115,973千円となりました。主な増加要因は、税引前中間純利益の計上56,004千円、

減価償却費の発生102,093千円等であり、主な減少要因は、法人税等の支払額32,761千円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は、29,501千円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出28,872千円等

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は、175,571千円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出89,800千円、

リース債務の返済による支出46,142千円等によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間の中間財務諸表は作成しておりません。

従って、前年同期との対比は行っておりません。

　

(1）生産実績

該当事項はありません。

(2）受注状況

　当中間会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
 至　平成23年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

品質保証事業 690,713 － 1,402,833 －

薬物動態事業 150,776 － 43,508 －

合計 841,489 － 1,446,341 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　　

　

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

　販売高（千円） 前年同期比（％）

品質保証事業 842,482 －

薬物動態事業 193,688 －

合計 1,036,171 －

　（注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

武田薬品工業株式会社 － － 140,408 13.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社応用医学研究所(E05637)

半期報告書

 5/42



３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等の

リスクについての重要な変更はありません。　

　

５【経営上の重要な契約等】

（シミック株式会社との株式交換）　

　当社及び当社の親会社であるシミック株式会社は、平成22年11月９日開催の各社の取締役会において、シミック株

式会社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を実施することを決議し、同日付で株式交換契約を締結致

しました。なお、同契約は平成22年12月10日開催の第31期定時株主総会において承認されました。

　本株式交換の概要は、以下のとおりであります。

　

(1）株式交換の目的

　当社は、平成18年9月に株式会社東京証券取引所マザーズ市場への上場を実現し、上場会社として独自の事業展

開を進めておりましたが、戦略的な人材教育の実施による技術レベルの高度化、安定性試験、薬物濃度測定試験及

び生物学的同等性試験におけるCRO（医薬品開発受託機関）との連携及び営業力の強化を早急に行うことが必要

となっております。

　これまで蓄積してきた分析化学サービスのノウハウを発揮し、さらに高い分析技術による品質評価及び管理を

期待する製薬企業に応えるサービスを提供するためにはシミック株式会社の完全子会社となり両社が一体と

なった受注活動を展開することが必要であると判断致しました。

　シミック株式会社の経営資源と当社の優位性を生かし両社の連携を一層深めることで、グループとしての更な

るシナジー効果を実現し、良い薬を一日も早く患者の皆様に届け、かつ、安心して継続使用していただくため、さ

らに、製薬企業の要望や期待に応えるサービスを提供する体制を構築するために、この度両社は資本関係を含め

て一体化した経営を行う必要があるという認識で一致しました。

　

(2）株式交換比率

　当社の普通株式１株に対して、シミック株式会社の普通株式0.036株を割当て交付致しました。ただし、シミック

株式会社が保有する当社の普通株式2,435,000株については、本株式交換による普通株式の割当ては行っており

ません。

　

(3）株式交換比率の算定根拠

　本株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、各社がそれぞれ別個に両社から独

立した第三者算定機関に算定を依頼することとし、シミック株式会社は野村證券株式会社を、当社はみらいコン

サルティング株式会社を、それぞれの第三者算定機関として選定致しました。

　野村證券株式会社は、シミック株式会社及び当社の普通株式について市場株価平均法及びディスカウント・

キャッシュ・フロー法（以下「DCF法」といいます。）による算定を行いました。

　みらいコンサルティング株式会社は、シミック株式会社及び当社の普通株式について、市場株価法及びDCF法を

採用して算定を行いました。

　シミック株式会社及び当社は、上記第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に、両社の

財務状況、業績動向、株価動向等を勘案のうえ、交渉・協議を重ねた結果、それぞれ上記の株式交換比率は両社株

主の利益に資するものであると判断し、平成22年11月９日開催の両社の取締役会で承認を受け、本株式交換にお

ける株式交換比率を決定致しました。

　

(4）株式交換の日程

最終売買日　 （当社）　 平成23年１月26日　

上場廃止日　 （当社）　 平成23年１月27日　

株式交換実施日　 （効力発生日）　 平成23年２月１日　
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(5）株式交換親会社となる会社の概要（平成22年９月30日現在）

名称 シミック株式会社　

所在地　 東京都品川区西五反田七丁目10番４号　

代表者の役職・氏名　 代表取締役会長兼社長CEO　中村　和男　

決算期　 ９月30日　

資本金　 3,087,750千円　

純資産の額（連結）　 15,639,241千円　

純資産の額（単体）　 12,046,141千円　

総資産の額（連結）　 33,266,659千円　

総資産の額（単体）　 24,885,682千円　

事業内容　
CRO事業、CMO事業、CSO事業、ヘルスケア事業、その他

の事業　

　　

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。  

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間の中間財務諸表は作成しておりません。

従って、前年同期との対比は行っておりません。　

　

　当社における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

　なお、文中における将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在（平成23年６月20日）において当社が判断したも

のであります。

　

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の中間財務諸表は、我が国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この中間財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき、会計上の見積

りを行っております。但し、将来に関する事項には不確実性があるため、実際の結果は、これらと異なる可能性があ

ります。

　売上の計上基準として作業完成基準を採用しております。当社が受注している試験は受注から最終試験完了まで

に長いものでは３年以上の長期間を要するものがあり、こうした案件については作業行為がいくつかの段階（ポイ

ント）に分かれていますので、この場合、各作業行為の完了時点をもって完成と認識し、相応の売上を計上しており

ます。

　なお、作業完成基準の適用に関しましては、全作業が完了しない前に中止があってもそこまでの作業は完了してお

り、代金を受領することが可能でなければならないことを前提としております。また、作業区分はあらかじめ決めら

れており、その作業に応じて売上代金も区分計上することができるもの（スケジューリングが可能）であることを

前提にしております。
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(2）経営成績の分析

　当中間会計期間の受注高は841,489千円、売上高は1,036,171千円となりました。また、当中間会計期間末の受注残

高は1,446,341千円であります。

　セグメントの内訳と致しまして、品質保証事業は開発計画見直しによる契約済試験の中止、受注予定案件の失注並

びに中止等を原因とする受注高減少の影響を受け、受注高690,713千円、売上高842,482千円となりました。当中間会

計期間末の受注残高は1,402,833千円であります。

　薬物動態事業は、ジェネリック製薬企業への直接営業並びにCRO（医薬品開発受託機関）との連携による営業活動

を行った結果、ジェネリック医薬品の生体試料中薬物濃度測定試験の大口受注が成約でき、受注高150,776千円、売

上高193,688千円となりました。当中間会計期間末の受注残高は43,508千円であります。　

　以上の結果、営業利益77,960千円、経常利益76,907千円、中間純利益32,388千円となりました。

　　

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因は、当社の主要顧客である国内製薬業界の動向、受注と試験実施能力のバラン

スを図る上での事業拡大の適切な時期の見極め及び受託業務における品質管理レベルの維持等であり、当社はこれ

らに対して留意をしつつ、事業を遂行しております。

　

(4）当社の経営戦略について　

　当社を取り巻く経営環境は、国内大手製薬企業が欧米を中心とした世界戦略の先行き見直しや、特許切れに伴う所

謂2010年問題等を抱えており、短期的には市場の受注環境は依然厳しさが継続すると予想されます。

　当社は、次の中長期的な成長に向けて顧客満足度と新しいニーズの把握に努め、事業領域を拡大するとともに、積

極的にチェンジ・チャレンジを実践し、以下の方策を実施し、業容の拡大と更なる信頼性向上の強化に努めてまい

ります。　

　

①市場の変化に対応したコア事業の成長拡大

Ａ．品質保証事業

　当社は、医薬品研究開発における分析化学サービスを中心に業容の拡大に努めております。医薬品の安定性試

験に代表される品質保証事業では、今後の事業拡大を可能にするため、バイオ医薬品の安定性試験受託のイン

フラ整備に取組んでまいりました。また、定期採用者を中心とした人員を確保しつつ、専門教育の充実と米国

FDA（食品医薬品局）の電子記録と電子署名に関わる規制である21CFR　Part11対応のシステム化構築にも取組

み、信頼性向上に努めております。今後の戦略として、１．品質・コストパフォーマンス・スピードについて顧

客満足度を把握し、業務改革を図ります。２．新サービスの開発により、潜在的な顧客ニーズを顕在化し新しい

事業領域の受注力強化を図ります。３．信頼性を担保する品質向上に努め世界に通用する品質レベルを目指し

ます。以上により品質保証事業の成長拡大に努め、国内シェアーNO.1を目指します。　

　

Ｂ．薬物動態事業

　当社の薬物動態事業は従来、ジェネリック医薬品の申請に伴う生体試料中薬物濃度測定試験を事業の中

心としてまいりました。ジェネリック医薬品は政府により使用促進策が叫ばれており引き続き市場拡大傾

向にあると考えております。今後の戦略として、１．ジェネリック医薬品については特許切れが近い医薬

品の分析法調査と測定法の確立により受注確保を目指します。２．ジェネリック医薬品以外の受注拡大の

ためCRO（医薬品開発受託機関）やSMO（臨床試験施設支援機関）との協働を拡大し、先発品を含む治験段

階の試験の受注拡大を目指します。

　

②人的資源の能力増強

　当社のコア事業であります品質保証事業及び薬物動態事業は、いずれも専門性の高い領域の事業であります。

　今後の戦略として、１．両事業の新しいサービス開発とその試験実務に携わる人材の技術水準向上、２．専門営

業スタッフの増強、３．試験実施責任者等の認定制度の実効ある運用等により、人材教育を積極的に行い、人的資

源の能力増強に努めてまいります。　

　

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フローの分析については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー」に記

載のとおりであります。
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②財政状態

　当中間会計期間末における総資産は、前事業年度末と比較して71,143千円減少し3,314,953千円となりました。

　流動資産につきましては、前事業年度末と比較して110,896千円減少し1,705,031千円となりました。これは主に

現金及び預金の減少89,099千円、売掛金の減少10,341千円によるものであります。

　固定資産につきましては、前事業年度末と比較して39,752千円増加し1,609,922千円になりました。これは主に

試験実施能力拡大を目的とした設備投資による有形固定資産の増加35,539千円によるものであります。

　流動負債につきましては、前事業年度末と比較して92,582千円減少し433,120千円となりました。これは主に流

動負債のその他に含めている固定資産の取得に係る未払金の減少20,112千円、1年内返済予定の長期借入金の減

少45,000千円によるものであります。

　固定負債につきましては、前事業年度末と比較して28,679千円増加し325,274千円になりました。これは主に、

リース債務の増加47,287千円、長期借入金の減少44,800千円によるものであります。

　純資産につきましては、前事業年度末と比較して7,240千円減少し、2,556,558千円となりました。これは主に、中

間純利益の確保による利益剰余金の増加32,388千円、剰余金の配当による利益剰余金の減少39,599千円でありま

す。

　このような結果、自己資本比率は、前事業年度末の75.7％より1.4ポイント増加し77.1％となりました。

　

③売掛金について

　当社は受託した試験毎に試験委託契約を締結しており、主として試験期間に基づき回収条件を個別に定めてお

ります。当社は試験期間が長期にわたるものについて一定割合の前受金を受領し分割回収することを原則として

おります。前受金を含めて代金を請求する時期は契約に基づいており、これは、作業完成基準に基づく売上計上の

時期と一致しておりません。最終試験完了までの期間が長期に及ぶ案件については作業完成基準による売上計上

時期が代金請求時期より先行する傾向にあり、売掛金の回収期間が比較的長くなります。当社の売掛金の回収期

間は平成23年９月期の中間会計期間末の実績で98日間となっております。　
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,808,000

計 7,808,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,299,908 3,299,908 非上場 単元株式数100株

計 3,299,908 3,299,908 － －

（注）　当社は、平成23年２月１日付けで親会社であるシミック株式会社と株式交換を実施し、同社の完全子会社となっ

たため、当社株式は平成23年１月27日に東京証券取引所（マザーズ）において上場廃止（株式最終取引日　平

成23年１月26日）となりました。　

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年１月31日

（注）１　
△92 3,299,908 － 957,500 － 232,500

平成23年３月31日

（注）２　
－ 3,299,908△858,500 99,000 858,5001,091,000

　（注）１．自己株式の消却による減少であります。

２．平成23年２月25日開催の臨時株主総会において、資本金の額の減少が決議され、平成23年３月31日付にて効

力が発生し、資本金の額が99,000千円に減少しております。

　

（６）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シミック株式会社 東京都品川区西五反田７－10－４ 3,299,908 100.0

計 － 3,299,908 100.0

（注）　当社は、平成23年２月１日付で親会社であるシミック株式会社と株式交換を実施し、同社の完全子会社となって

おります。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,299,900　 32,999 －

単元未満株式 普通株式　        8　 － －

発行済株式総数 3,299,908 － －

総株主の議決権 － 32,999 －

　

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　　

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 746 835 845 869 － －

最低（円） 666 666 787 822 － －

（注）１．最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ）におけるものです。

２．当社株式は、平成23年１月27日付で、東京証券取引所（マザーズ）において上場廃止となりましたので、

最終取引日である平成23年１月26日までの株価について記載しております。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

取締役 　 市川　邦英  昭和19年７月29日

平成20年６月アステラス製薬株式会

社退社

平成20年９月シミック株式会社入社

平成20年10月同社CMOカンパニー長

就任

平成20年11月　CMIC-VPS Corporation

（現CMIC CMO USA

Corporation）

President就任（現

任）　

平成20年12月当社監査役就任　

平成21年10月　シミックCMO株式会社

代表取締役会長就任

（現任）　

平成22年12月　シミック株式会社　代

表取締役執行役員

（CMOカンパニー長）

就任（現任）　

平成23年２月当社取締役就任（現

任）　　

（注） －
平成23年

２月25日

取締役 研究部担当 角谷　明彦  昭和34年３月４日

平成３年８月 株式会社石狩ラボセン

ター退社

平成３年８月 株式会社北海道ラジオ

アイソトープセンター

（現当社）入社

平成14年４月第二研究部部長

平成16年４月　研究本部部長職・試験

管理部部長　

平成17年１月執行役員就任　

平成20年10月　執行役員　研究所所長

・研究管理部部長　

平成23年２月　取締役（研究部担当）

就任（現任）　

（注） －
平成23年

２月25日

取締役  綛谷　正晴 昭和38年２月６日

平成21年６月株式会社Argenes退社

平成21年７月シミック株式会社入社

　CMOカンパニーCMO管

理部担当部長

平成21年10月同社CMOカンパニーCMO

企画部長（現任）

平成21年10月　シミックCMO株式会社

取締役就任（現任）　

平成22年10月シミック株式会社　CMO

カンパニー執行役員就

任（現任）　

平成23年２月　当社取締役就任（現

任）

（注） －
平成23年

２月25日

（注）　平成23年２月25日開催の臨時株主総会の終結の時から平成23年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであ

ります。
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(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 － 清水　政男 平成23年２月25日

監査役 － 市川　邦英 平成23年２月25日

代表取締役社長 － 中村　　紘 平成23年３月31日

 

(3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 － 取締役副社長

研究本部担当

品質保証・QMS

担当

河﨑　孝男 平成23年４月１日
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(2）当社は、前年同期においては四半期報告書を作成しており、前中間会計期間（平成21年10月１日から平成22年３

月31日まで）は中間財務諸表を作成していないため、以下に掲げる中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書については、前中間会計期間との対比は行っておりません。

　なお、比較のために参考情報として前第２四半期会計期間末（平成22年３月31日）の四半期貸借対照表並びに

前第２四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）の四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書を「１．中間財務諸表等」の「（２）その他」に記載しております。　

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成22年10月１日から平成23年３月

31日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

当中間会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,000,629 1,089,728

売掛金 583,187 593,529

貯蔵品 23,731 20,898

その他 98,633 112,939

貸倒引当金 △1,150 △1,168

流動資産合計 1,705,031 1,815,927

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※１
 860,188

※１
 890,037

土地 263,629 263,629

リース資産（純額） ※１
 339,418

※１
 272,350

その他（純額） ※１
 33,955

※１
 35,635

有形固定資産合計 1,497,192 1,461,652

無形固定資産 57,457 58,770

投資その他の資産 55,272 49,747

固定資産合計 1,609,922 1,570,170

資産合計 3,314,953 3,386,097

負債の部

流動負債

買掛金 42,582 39,488

1年内返済予定の長期借入金 89,600 134,600

リース債務 101,077 77,256

未払法人税等 28,333 35,836

賞与引当金 59,405 65,910

役員賞与引当金 － 13,100

その他 ※２
 112,122

※２
 159,511

流動負債合計 433,120 525,703

固定負債

長期借入金 11,900 56,700

リース債務 266,731 219,443

退職給付引当金 17,836 20,398

資産除去債務 28,806 －

その他 － 53

固定負債合計 325,274 296,595

負債合計 758,395 822,299
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（単位：千円）

当中間会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 99,000 957,500

資本剰余金

資本準備金 1,091,000 232,500

資本剰余金合計 1,091,000 232,500

利益剰余金

利益準備金 7,930 7,930

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,358,628 1,365,914

利益剰余金合計 1,366,558 1,373,844

自己株式 － △45

株主資本合計 2,556,558 2,563,798

純資産合計 2,556,558 2,563,798

負債純資産合計 3,314,953 3,386,097
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,036,171 2,428,941

売上原価 750,993 1,554,828

売上総利益 285,177 874,113

販売費及び一般管理費 ※１
 207,217

※１
 401,503

営業利益 77,960 472,609

営業外収益

受取利息 261 1,258

受取賃貸料 3,000 5,700

違約金収入 1,319 2,873

雑収入 1,120 1,272

営業外収益合計 5,701 11,104

営業外費用

支払利息 6,043 11,719

賃貸収入原価 710 1,463

雑損失 － 919

営業外費用合計 6,754 14,103

経常利益 76,907 469,611

特別利益

貸倒引当金戻入額 18 183

特別利益合計 18 183

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 20,920 －

特別損失合計 20,920 －

税引前中間純利益 56,004 469,794

法人税、住民税及び事業税 28,385 187,748

法人税等調整額 △4,768 11,226

法人税等合計 23,616 198,975

中間純利益 32,388 270,819
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 957,500 957,500

当中間期変動額

資本金から準備金への振替 △858,500 －

当中間期変動額合計 △858,500 －

当中間期末残高 99,000 957,500

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 232,500 232,500

当中間期変動額

資本金から準備金への振替 858,500 －

当中間期変動額合計 858,500 －

当中間期末残高 1,091,000 232,500

資本剰余金合計

前期末残高 232,500 232,500

当中間期変動額

資本金から準備金への振替 858,500 －

当中間期変動額合計 858,500 －

当中間期末残高 1,091,000 232,500

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 7,930 7,930

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 7,930 7,930

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,365,914 1,174,295

当中間期変動額

剰余金の配当 △39,599 △79,200

中間純利益 32,388 270,819

自己株式の消却 △75 －

当中間期変動額合計 △7,286 191,619

当中間期末残高 1,358,628 1,365,914
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（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

利益剰余金合計

前期末残高 1,373,844 1,182,225

当中間期変動額

剰余金の配当 △39,599 △79,200

中間純利益 32,388 270,819

自己株式の消却 △75 －

当中間期変動額合計 △7,286 191,619

当中間期末残高 1,366,558 1,373,844

自己株式

前期末残高 △45 －

当中間期変動額

自己株式の取得 △29 △45

自己株式の消却 75 －

当中間期変動額合計 45 △45

当中間期末残高 － △45

株主資本合計

前期末残高 2,563,798 2,372,225

当中間期変動額

資本金から準備金への振替 － －

剰余金の配当 △39,599 △79,200

中間純利益 32,388 270,819

自己株式の取得 △29 △45

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 △7,240 191,573

当中間期末残高 2,556,558 2,563,798

純資産合計

前期末残高 2,563,798 2,372,225

当中間期変動額

資本金から準備金への振替 － －

剰余金の配当 △39,599 △79,200

中間純利益 32,388 270,819

自己株式の取得 △29 △45

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 △7,240 191,573

当中間期末残高 2,556,558 2,563,798
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 56,004 469,794

減価償却費 102,093 194,759

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,561 △2,350

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,505 △8,918

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,100 △8,238

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 △183

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 20,920 －

受取利息 △261 △1,258

支払利息 6,043 11,719

売上債権の増減額（△は増加） 10,341 97,131

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,832 △2,533

仕入債務の増減額（△は減少） 3,093 △3,792

前受金の増減額（△は減少） △2,759 △4,045

その他 △16,045 18,728

小計 154,414 760,812

利息の受取額 261 1,258

利息の支払額 △5,940 △11,502

法人税等の支払額 △32,761 △275,207

営業活動によるキャッシュ・フロー 115,973 475,361

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △200,000

定期預金の払戻による収入 － 50,000

有形固定資産の取得による支出 △28,872 △87,271

無形固定資産の取得による支出 △2,629 △19,970

その他 2,000 2,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,501 △255,242

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △89,800 △179,600

自己株式の取得による支出 △29 △45

リース債務の返済による支出 △46,142 △65,371

配当金の支払額 △39,599 △79,200

財務活動によるキャッシュ・フロー △175,571 △324,217

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △89,099 △104,098

現金及び現金同等物の期首残高 539,728 643,826

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 450,629

※
 539,728
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間会計期間

（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）貯蔵品　　

　最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定）を採用してお

ります。　

(1）貯蔵品　　

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）については、定額法を

採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。　

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左　

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左　

　 (3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年９月30日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。　

(3）リース資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、賞与支給

見込額の当中間会計期間負担額を計上し

ております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、賞与支給

見込額の当期負担額を計上しておりま

す。

 (3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、支給見込額に

基づき計上しております。

　なお、当中間会計期間においては計上し

ておりません。　

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、支給見込額に

基づき計上しております。

　

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間

会計期間末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

　

EDINET提出書類

株式会社応用医学研究所(E05637)

半期報告書

22/42



項目
当中間会計期間

（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

４．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

　

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当中間会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ846千円、税金

前中間純利益は21,767千円減少しております。　

────── 
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、896,328千円であ

ります。

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、785,175千円であ

ります。

──────

 

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 38,680千円

給料手当 53,521千円

２　減価償却実施額　

有形固定資産 92,840千円

無形固定資産 9,252千円

役員報酬 75,360千円

給料手当
99,743

千円

　

２　減価償却実施額

有形固定資産 178,375千円

無形固定資産 16,383千円

　

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 3,300,000 － 92 3,299,908

合計 3,300,000 － 92 3,299,908

自己株式     

普通株式　（注）２，３ 57 35 92 －

合計 57 35 92 －

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の減少92株は、平成23年１月25日開催の取締役会決議に基づき、平成23年１月

31日に実施した、自己株式の消却による減少であります。　

２．普通株式の自己株式の株式数の増加35株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少92株は、平成23年１月25日開催の取締役会決議に基づき、平成23年１月31

日に実施した、自己株式の消却による減少であります。　

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。　

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月10日

定時株主総会
普通株式 39,599 12.00平成22年９月30日平成22年12月13日
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前事業年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 3,300,000 － － 3,300,000

合計 3,300,000 － － 3,300,000

自己株式　 　 　 　 　

普通株式（注）　 － 57 － 57

合計　 － 57 － 57

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加57株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年12月11日

株主総会
普通株式 39,600 12.00平成21年９月30日平成21年12月14日

平成22年５月７日

取締役会
普通株式 39,600 12.00平成22年３月31日平成22年６月11日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月10日

株主総会
普通株式 39,599利益剰余金 12.00平成22年９月30日平成22年12月13日

　 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,000,629千円

預入期間が

３ヶ月を超える定期預金
△550,000千円

現金及び現金同等物 450,629千円

現金及び預金勘定 1,089,728千円

預入期間が

３ヶ月を超える定期預金
△550,000千円

現金及び現金同等物 539,728千円
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（リース取引関係）

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①　リース資産の内容
(ア）有形固定資産

主として、試験受託用施設及び機器（「機械及
び装置」及び「工具、器具及び備品」）でありま
す。　

(イ）無形固定資産
ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおり
であります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が、平成20年９月30日以前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっており、その内容は次のとお
りであります。　
　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び中間期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

中間期末残
高
相当額
（千円）

建物・構築物 22,00022,000 －
機械装置 224,535204,31120,223
工具、器具及び
備品

724,563498,063226,500

合計 971,099724,375246,724

　(2）未経過リース料中間期末残高相当額

１年内      164,079千円

１年超      95,988千円

合計 260,067千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

支払リース料 99,897千円

減価償却費相当額 92,369千円

支払利息相当額 4,977千円

(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。　
(5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。　

２．オペレーティング・リース取引
　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

１年内 18,664千円

１年超 20,354千円

合計 39,019千円

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①　リース資産の内容
(ア）有形固定資産

同左　
　
　

(イ）無形固定資産
同左

②　リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方
法」に記載のとおりであります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が、平成20年９月30日以前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっており、その内容は次のとお
りであります。
　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物・構築物 22,00020,6081,391
機械装置 255,080217,54637,533
工具、器具及び
備品

865,689565,521300,168

合計 1,142,770803,676339,093

　(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内      181,985千円

１年超      173,004千円

合計 354,989千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

支払リース料 232,194千円

減価償却費相当額 214,917千円

支払利息相当額 14,766千円

(4）減価償却費相当額の算定方法
同左
　

(5）利息相当額の算定方法
同左
　
　

２．オペレーティング・リース取引
　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

１年内 18,664千円

１年超 29,686千円

合計 48,351千円

（減損損失について）
同左

（金融商品関係）

当中間会計期間末（平成23年３月31日）

金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。　
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中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,000,629 1,000,629 －

(2）売掛金 583,187 583,187 －

　資産計 1,583,816　 1,583,816　 －

(1）リース債務（流動負債） 101,077　　 108,880　 7,803　

(2）リース債務（固定負債）　 266,731　 269,098　 2,366　

　負債計 367,809　 377,979　 10,169　

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項　

資　産　

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　

負　債

(1）リース債務（流動負債）、(2）リース債務（固定負債）

　これらの時価については、元利金の合計額を同様のリースを行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。　

　

前事業年度末（平成22年９月30日）　

金融商品の時価等に関する事項

　平成22年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。　

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,089,728 1,089,728 －

(2）売掛金 593,529 593,529 －

　資産計 1,683,257　 1,683,257　 －

(1）リース債務（流動負債） 77,256　　 83,734　 6,478　

(2）長期借入金(*) 191,300 192,005　 705　

(3）リース債務（固定負債）　 219,443　 221,709　 2,265　

　負債計 488,000　 497,449　 9,449　

(*)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項　

資　産　

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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負　債

(1）リース債務（流動負債）、(2）長期借入金、(3）リース債務（固定負債）

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入またはリースを行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

　

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

　

　

（有価証券関係）

当中間会計期間末（平成23年３月31日）

　該当事項はありません。 

前事業年度末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

当中間会計期間末（平成23年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。　 

前事業年度末（平成22年９月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

前事業年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

前事業年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　当中間会計期間末（平成23年３月31日）　

　　当中間会計期間末におきましては、金額的重要性が低いため注記を省略しております。
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（賃貸等不動産関係）

　当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）　

　　重要性が乏しいため、記載しておりません。

　

　前事業年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）　

　　重要性が乏しいため、記載しておりません。　

（追加情報）

　当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28日）

及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月

28日）を適用しております。

　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会・経営

会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社は、事業別に区分された「品質保証事業」、「薬物動態事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。「品質保証事業」は、医薬品開発プロセス及び市販後におけるCMC関連の品質試験を実施しており、

「薬物動態事業」は、非臨床試験及び臨床試験における生体試料中薬物濃度測定を実施しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法　

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

（注）１　
中間財務諸表
計上額品質保証事業 薬物動態事業 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 842,482 193,6881,036,171 － 1,036,171

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 842,482 193,6881,036,171 － 1,036,171

セグメント利益 174,802 110,375 285,177 － 285,177

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 44,713 1,541 46,255 55,837 102,093

（注）１．減価償却費の調整額の55,837千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．事業セグメントに資産を配分していないため、セグメント資産については記載しておりません。　

　

【関連情報】

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）　

１．製品及びサービスごとの情報

　「セグメント情報　３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関す

る情報」に記載のとおりであります。

　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　中間損益計算書の売上高の100％が本邦の外部顧客に対するものであるため、記載を省略しております。　

　

(2）有形固定資産

　有形固定資産の100％が本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報　

　 （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

武田薬品工業株式会社　 　140,408品質保証事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）　

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当中間会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

当中間会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 774.74円

１株当たり中間純利益金額 9.81円

１株当たり純資産額 776.92円

１株当たり当期純利益金額 82.07円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）　

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

中間（当期）純利益（千円） 32,388 270,819

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
32,388 270,819

期中平均株式数（株） 3,299,927 3,299,980

　

 

（重要な後発事象）

　当中間会計期間（自　平成22年10月1日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

　前事業年度（自　平成21年10月1日　至　平成22年９月30日）

（シミック株式会社との株式交換）　

　当社及び当社の親会社であるシミック株式会社は、平成22年11月９日開催の各社の取締役会において、シミック株

式会社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を実施することを決議し、同日付で株式交換契約を締結致

しました。なお、同契約は平成22年12月10日開催の第31期定時株主総会において承認されました。

　本株式交換の概要は、以下のとおりであります。

　

(1）株式交換の目的

　当社は、平成18年9月に株式会社東京証券取引所マザーズ市場への上場を実現し、上場会社として独自の事業展

開を進めておりましたが、戦略的な人材教育の実施による技術レベルの高度化、安定性試験、薬物濃度測定試験及

び生物学的同等性試験におけるCRO（医薬品開発受託機関）との連携及び営業力の強化を早急に行うことが必要

となっております。

　これまで蓄積してきた分析化学サービスのノウハウを発揮し、さらに高い分析技術による品質評価及び管理を

期待する製薬企業に応えるサービスを提供するためにはシミック株式会社の完全子会社となり両社が一体と

なった受注活動を展開することが必要であると判断致しました。

　シミック株式会社の経営資源と当社の優位性を生かし両社の連携を一層深めることで、グループとしての更な

るシナジー効果を実現し、良い薬を一日も早く患者の皆様に届け、かつ、安心して継続使用していただくため、さ

らに、製薬企業の要望や期待に応えるサービスを提供する体制を構築するために、この度両社は資本関係を含め

て一体化した経営を行う必要があるという認識で一致しました。

　

(2）株式交換比率

　当社の普通株式１株に対して、シミック株式会社の普通株式0.036株を割当て交付致します。ただし、シミック株

式会社が保有する当社の普通株式2,435,000株については、本株式交換による普通株式の割当ては行いません。な

お、上記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、変更することが

あります。
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(3）株式交換比率の算定根拠

　本株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、各社がそれぞれ別個に両社から独

立した第三者算定機関に算定を依頼することとし、シミック株式会社は野村證券株式会社を、当社はみらいコン

サルティング株式会社を、それぞれの第三者算定機関として選定致しました。

　野村證券株式会社は、シミック株式会社及び当社の普通株式について市場株価平均法及びディスカウント・

キャッシュ・フロー法（以下「DCF法」といいます。）による算定を行いました。

　みらいコンサルティング株式会社は、シミック株式会社及び当社の普通株式について、市場株価法及びDCF法を

採用して算定を行いました。

　シミック株式会社及び当社は、上記第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に、両社の

財務状況、業績動向、株価動向等を勘案のうえ、交渉・協議を重ねた結果、それぞれ上記の株式交換比率は両社株

主の利益に資するものであると判断し、平成22年11月９日開催の両社の取締役会で承認を受け、本株式交換にお

ける株式交換比率を決定致しました。

　

(4）株式交換の日程

最終売買日　 （当社）　 平成23年１月26日（予定）　

上場廃止日　 （当社）　 平成23年１月27日（予定）　

株式交換実施予定日　 （効力発生日）　 平成23年２月１日（予定）　

（注）上記日程は、両社の合意により変更されることがあります。

　

(5）株式交換親会社となる会社の概要（平成22年９月30日現在）

名称 シミック株式会社　

所在地　 東京都品川区西五反田七丁目10番４号　

代表者の役職・氏名　 代表取締役会長兼社長CEO　中村　和男　

決算期　 ９月30日　

資本金　 3,087,750千円　

純資産の額（連結）　 15,639,241千円　

純資産の額（単体）　 12,046,141千円　

総資産の額（連結）　 33,266,659千円　

総資産の額（単体）　 24,885,682千円　

事業内容　
CRO事業、CMO事業、CSO事業、ヘルスケア事業、その他

の事業　
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（２）【その他】

　前中間会計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）は四半期財務諸表を作成しているため、以

下に参考情報として前第２四半期会計期間末（平成22年３月31日）の四半期貸借対照表並びに前第２四半期

累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）の四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書を記載しております。　　
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１　四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

　 　 （単位：千円）

　
当第２四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

（平成21年９月30日）

資産の部 　 　

流動資産 　 　

現金及び預金 1,051,931 1,043,826

売掛金 788,966 690,660

貯蔵品 20,125 18,365

その他 120,108 119,293

貸倒引当金 △1,533 △1,351

流動資産合計 1,979,598 1,870,795

固定資産 　 　

有形固定資産 　 　

建物（純額） ※
　910,789

※
　949,390

土地 263,629 202,888

リース資産（純額） ※
　262,310

※
　225,173

その他（純額） ※
　41,536

※
　51,416

有形固定資産合計 1,478,266 1,428,868

無形固定資産 62,658 45,083

投資その他の資産 51,522 53,181

固定資産合計 1,592,447 1,527,133

資産合計 3,572,046 3,397,929

負債の部 　 　

流動負債 　 　

買掛金 51,153 43,281

１年内返済予定の長期借入金 179,600 179,600

リース債務 67,898 51,040

未払法人税等 170,124 124,314

賞与引当金 63,456 74,828

役員賞与引当金 － 21,338

その他 146,583 135,089

流動負債合計 678,816 629,493

固定負債 　 　

長期借入金 101,500 191,300

リース債務 219,866 181,980

退職給付引当金 22,143 22,749

その他 116 180

固定負債合計 343,625 396,210

負債合計 1,022,442 1,025,703

純資産の部 　 　

株主資本 　 　

資本金 957,500 957,500

資本剰余金 232,500 232,500

利益剰余金 1,359,603 1,182,225

株主資本合計 2,549,603 2,372,225

純資産合計 2,549,603 2,372,225

負債純資産合計 3,572,046 3,397,929
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

　 　 （単位：千円）

　
前第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

売上高 1,365,269 1,365,582

売上原価 714,117 782,571

売上総利益 651,152 583,011

販売費及び一般管理費 ※
　187,045

※
　194,486

営業利益 464,106 388,524

営業外収益 　 　

受取利息 628 138

受取賃貸料 3,957 2,700

違約金収入 1,994 1,456

雑収入 2,384 454

営業外収益合計 8,963 4,749

営業外費用 　 　

支払利息 4,312 6,021

賃貸収入原価 1,500 731

雑損失 － 95

営業外費用合計 5,813 6,849

経常利益 467,257 386,424

税引前四半期純利益 467,257 386,424

法人税、住民税及び事業税 188,447 165,755

法人税等調整額 15,468 3,690

法人税等合計 203,916 169,446

四半期純利益 263,340 216,978

　

EDINET提出書類

株式会社応用医学研究所(E05637)

半期報告書

35/42



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

　 　 （単位：千円）

　
前第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

税引前四半期純利益 467,257 386,424

減価償却費 69,956 92,750

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,788 △605

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,082 △11,371

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25,000 △21,338

貸倒引当金の増減額（△は減少） 189 182

受取利息及び受取配当金 △628 △138

支払利息 4,312 6,021

売上債権の増減額（△は増加） △76,205 △98,305

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,211 △1,760

仕入債務の増減額（△は減少） △4,862 7,871

前受金の増減額（△は減少） △19,674 3,501

その他 △75,031 19,178

小計 323,230 382,409

利息及び配当金の受取額 628 138

利息の支払額 △4,426 △5,886

法人税等の支払額 △307,184 △120,196

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,246 256,464

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

定期預金の払戻による収入 150,000 －

定期預金の預入による支出 － △150,000

有形固定資産の取得による支出 △183,829 △75,273

無形固定資産の取得による支出 △11,385 △15,559

その他 2,000 2,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,215 △238,833

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

短期借入れによる収入 30,000 －

長期借入れによる収入 150,000 －

長期借入金の返済による支出 △64,800 △89,800

リース債務の返済による支出 △10,598 △30,126

配当金の支払額 △46,200 △39,600

財務活動によるキャッシュ・フロー 58,401 △159,526

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 27,433 △141,895

現金及び現金同等物の期首残高 576,858 643,826

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
　604,292

※
　501,931
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

　該当事項はありません。

　

簡便な会計処理

　該当事項はありません。

　

四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理

　該当事項はありません。

　

注記事項

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年９月30日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、720,325千円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、638,823千円であり

ます。

　

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 41,040千円

給料手当 46,487千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 48,679千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,004,292千円

預入期間が

３ヶ月を超える定期預金 △400,000千円

現金及び現金同等物 604,292千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,051,931千円

預入期間が

３ヶ月を超える定期預金 △550,000千円

現金及び現金同等物 501,931千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年３月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  3,300,000株 　

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年12月11日

株主総会
普通株式 39,600 12.00 平成21年９月30日 平成21年12月14日利益剰余金

　

(2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月７日

取締役会
普通株式 39,600 12.00 平成22年３月31日 平成22年６月11日利益剰余金

　

（有価証券関係）

　当第２四半期会計期間末（平成22年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期会計期間末（平成22年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

前第２四半期累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

　当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。

当第２四半期累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

　当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年９月30日）

１株当たり純資産額 772.61円 １株当たり純資産額 718.86円

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 79.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 65.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益（千円） 263,340 216,978

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 263,340 216,978

期中平均株式数（株） 3,300,000 3,300,000

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は、

前事業年度末のリース取引残高に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第31期）（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）平成22年12月10日北海道財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成22年12月10日北海道財務局長に提出　

(3）臨時報告書

平成22年11月９日北海道財務局長に提出　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（提出会社が完

全子会社となる株式交換）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年12月15日北海道財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会にお

ける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。　

平成23年２月28日北海道財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表者の異動）の

規定に基づく臨時報告書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成23年６月20日

株式会社応用医学研究所
 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廣瀬　一雄　　  印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石若　保志　　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社応用医学研究所の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第32期事業年度の中間会計期間（平成22年10月

１日から平成23年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社応用医学研究所の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成22年10月１

日から平成23年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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